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１ 計画の進捗管理及び事業評価

 本会では、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定

 本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

つの基本方針

 本計画の進捗管理（６４

に実施した

２７年度に

 

 

２ 評価体制

①１次評価

②２次評価

③３次評価

④最終報告

 

 

３ 評価の結果
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計画の進捗管理及び事業評価

本会では、平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

つの基本方針、具体的な
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評価体制 

①１次評価  
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最終報告  

評価の結果 

平成２７年度地域福祉計画の
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平成２７年度 茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

計画の進捗管理及び事業評価

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

、具体的な施策（５０

本計画の進捗管理（６４項目

事業（３項目）、細分化

した事業として、

  担当者が事業評価シートを作成し、各所属単位で事業

  内部評価検討委員会に

  事業評価検討委員会に

  事業評価の結果を理事会に報告

 

地域福祉計画の進捗状況】
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茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

計画の進捗管理及び事業評価

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

（５０項目）及び

項目）及び社協

細分化し今回の

事業として、７２項目

担当者が事業評価シートを作成し、各所属単位で事業

内部評価検討委員会に

事業評価検討委員会に

事業評価の結果を理事会に報告

進捗状況】 
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茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

計画の進捗管理及び事業評価 

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

）及び体制整備

）及び社協事業の適正な

今回の事業評価の対象

項目の事業評価を

担当者が事業評価シートを作成し、各所属単位で事業

内部評価検討委員会において、事業

事業評価検討委員会において、事業

事業評価の結果を理事会に報告し、次年度の事業方針を決定

  

茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

平成２５年３月に「第３次地域福祉活動計画」を策定した。 

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

体制整備（１４項目）

の適正な評価を行うため、

事業評価の対象とした

評価を行い、次年度の事業方針を審議した。

担当者が事業評価シートを作成し、各所属単位で事業

事業の評価を行う。

事業の評価を行う。

し、次年度の事業方針を決定

 

 

A 計画どおり実施済み

B 計画の５０～１００％未満の実施

C 計画の１～５０％未満の実施

D 未実施

－ その他（新規及び細分化した項目

茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

項目）で構成している

を行うため、平成２５年度以降新た

とした事業（５項目

行い、次年度の事業方針を審議した。

担当者が事業評価シートを作成し、各所属単位で事業の評価

を行う。（７月～８月

を行う。（９月

し、次年度の事業方針を決定

計画どおり実施済み

計画の５０～１００％未満の実施

計画の１～５０％未満の実施

未実施 

その他（新規及び細分化した項目

茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

している。 

平成２５年度以降新た

項目）を追加し

行い、次年度の事業方針を審議した。

評価を行う。（６月）

７月～８月 ３

（９月上旬） 

し、次年度の事業方針を決定する。（９月下

計画どおり実施済み    

計画の５０～１００％未満の実施

計画の１～５０％未満の実施

その他（新規及び細分化した項目

茂原市地域福祉活動計画進捗管理・事業評価 

平成２５年度～平成２９年度までの５年間、地域福祉を推進するための指針として、

本計画は、「みんなで支える安全・安心の暮らしづくり」を基本理念とし、３つの基本目標、９

 

平成２５年度以降新た

追加し、平成

行い、次年度の事業方針を審議した。 

を行う。（６月） 

３回実施） 

。（９月下旬） 

 

計画の５０～１００％未満の実施 

計画の１～５０％未満の実施 

その他（新規及び細分化した項目） 
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４ 総合評価
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地域福祉活動計画及び事業計画

１００％未満の実施（

５０％未満の実施（

住民参加型在宅福祉サービス

金の活用となっており、計画どおり達成できる

実効性の高い計画とするため、

度実施事業に対する評価としては、

７５％、期待したほど成果を得られなかった（△評価）は、

○
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及び事業計画の進捗状況

実施（B 評価）が６８

５０％未満の実施（C 評価）は４

住民参加型在宅福祉サービス

できるよう、改善

実効性の高い計画とするため、

度実施事業に対する評価としては、概ね期待どおりの成果

７５％、期待したほど成果を得られなかった（△評価）は、

 

◎ 期待以上の成果が得られた

                    ○ 概ね期待どおりの成果が得られた

                    △ 期待したほど成果を得られなかった

                    × 成果を得られなかった

－ その他（事業評価除外項目）

                       

                       

継続 現行どおり、事業を継続する

                     充実 事業の充実、強化を図る

                    改善 事業の見直し、改善を図る

                    縮小 事業規模を縮小する

                    廃止 事業を廃止する

                        －  その他（

の進捗状況としては

評価）が６８％で、

評価）は４％の結果となっている

住民参加型在宅福祉サービス、災害ボランティアの登録
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実効性の高い計画とするため、今後も本計画の

概ね期待どおりの成果

７５％、期待したほど成果を得られなかった（△評価）は、２４％の結果となっている。
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概ね期待どおりの成果が得られた
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その他（事業評価除外項目）
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その他（除外項目）

としては、計画どおり

、概ね計画どおり

％の結果となっている

災害ボランティアの登録

を図っていく。 

本計画の進捗状況

概ね期待どおりの成果が得られた（○評価）が

％の結果となっている。

期待以上の成果が得られた 

概ね期待どおりの成果が得られた

期待したほど成果を得られなかった

成果を得られなかった 

その他（事業評価除外項目）

現行どおり、事業を継続する

事業の充実、強化を図る 

事業の見直し、改善を図る

事業規模を縮小する 

事業を廃止する 

除外項目） 

計画どおり実施（A

計画どおり事業を実施

％の結果となっている。 

災害ボランティアの登録、民間助成

進捗状況を管理していく

が得られた（○評価）が

％の結果となっている。

 

概ね期待どおりの成果が得られた 

期待したほど成果を得られなかった 

その他（事業評価除外項目） 

現行どおり、事業を継続する 

 

事業の見直し、改善を図る 

A 評価）

事業を実施で

、民間助成

を管理していく。 

が得られた（○評価）が

％の結果となっている。 



 期待したほど成果を得られなかった主な要因は、仮設事務所のため心配ごと相談所の利用件数

が減少したこと、広報啓発や普及活動が不十分で社協活動、ボランティア活動及び災害ボランテ

ィア活動に対する住民理解が不十分だったこと、福祉ニーズの把握が不十分で地域住民の課題把

握や新たなサービス領域への調査・研究、新規事業などへの取り組みが不十分だったこと、地域

福祉を実践するボランティアの養成やフォローアップ体制が不十分だったこと、会費などの自主

財源の確保や民間助成金の活用が不十分だったことなどがあげられる。 

提供する福祉サービスの質や成果を高めるとともに、効果的な事業展開を図るため、引き続き、

事業の適正な評価を行っていく。 

 

 平成２８年度は昨年度の事業評価に基づき、一部事業の見直しや事業を廃止し行っているが、

会費や寄附金などの自主財源の減少、補助金や委託費の減額、介護保険サービスや障害福祉サー

ビスなどの事業収益の減収、事務所移転（耐震補強工事）などにより、昨年同様、積立金を取り

崩し、事業費を確保しなければならない状況となっている。 

経営の安定化を図るため、今後も事業の見直しや経営改善が必要な状況となっている。 

 

 平成２９年度事業計画に対する方針としては、事業を継続する（継続）が４６％、事業の充実

強化（充実）が３５％、合計で８１％の事業については、継続又は事業を充実し、継続する方針

となっている。 

 その反面、事業の見直し（改善）が１４％、事業を縮小（縮小）が１％、合計で１５％の事業

については、次年度改善又は事業を縮小する方針となっている。 

 事業の改善又は縮小の主な要因は、急速な事業規模の拡大やサービス利用者の増加、福祉施策

の変化に対応した事業見直しを行っていなかったため、事業規模が肥大化し社協の経営を圧迫し

ていること、会費や寄附金の減少、補助金や委託費などの削減などにより、財源確保が難しく積

立金を取り崩さなければならない状況であること、自主財源や人的体制に余力がないため、新た

な福祉施策やサービスを展開することが困難であること、普及活動などについては限られた予算

で最大限効果が得られるよう、実施方法などを見直す必要があるなどの理由があげられる。 

 

平成２９年度事業に対する方針として、事業に対する目的やニーズ、費用対効果などを考慮し、

すべての事業を精査した上で、効果的な事業展開や経営の安定化を図っていく。 

 

  



平成２７年度　地域福祉活動計画進捗管理・事業評価一覧

心配ごと相談・無料法律相談の充実 地域福祉課 充　実 B △ 充実

ボランティア相談の充実 地域福祉課 充　実 B ○ 充実 前回改善項目

子育てに対する相談機能の強化 施設課 強　化 A ○ 継続

総合相談機能の確立 地域福祉課 確　立 B ○ 継続

広報紙「社福もばら」の充実 総務課 充　実 A ○ 充実

ホームページの充実（SNS含む） 総務課 充　実 B ○ 充実

ＰＲ活動の強化 総務課 強　化 B △ 改善
前回改善項目
ＰＲ活動強化

声の広報活動 地域福祉課 継　続 B ○ 継続

社会福祉大会の開催 総務課 充　実 B △ 改善
前回改善項目
実施方法検討

福祉こどもまつりの開催 地域福祉課 充　実 A ○ 改善
実施時期、実
施方法検討

福祉教育・福祉学習への支援 地域福祉課 充　実 B △ 改善
福祉教育の充
実

福祉野球教室 地域福祉課 ― B ○ 継続

福祉・介護人材の育成 総務課 育　成 B ○ 縮小
必要に応じて
実施

理解を深めるための調査・研究の実施 総務課 研　究 B ○ 継続

見守り型食事サービスの充実 地域福祉課 充　実 B ○ 充実

福祉ニーズの把握 地域福祉課 ― B △ 充実 Ｈ28ｱﾝｹｰﾄ

訪問理髪サービスの充実 地域福祉課 充　実 B △ 継続

ねたきり老人等への紙おむつの支給
（家族介護支援事業含む）

地域福祉課 充　実 B ○ 改善 事務費の確保

低所得者援助事業
（応急援護、交通遺児、歳末配分事業）

地域福祉課 充　実 B ○ 継続

夏季一時金支給事業 地域福祉課 ― B ○ 継続

低所得家庭児童生徒援護事業 地域福祉課 ― B ○ ― Ｈ27廃止事業

生活支援事業の充実
（生活・老障資金・福祉金庫）

地域福祉課 充　実 B ○ 継続 Ｈ27老障廃止

住民参加型在宅サービスの研究、実施 地域福祉課 実　施 C △ 改善 支援体制強化

老人福祉事業の継続（長寿クラブ） 地域福祉課 充　実 B ○ 充実

米寿、長寿祝い事業 地域福祉課 ― B ○ 改善
前回改善項目
Ｈ28長寿祝い
事業廃止

結婚50周年祝賀会 地域福祉課 ― B ○ ― Ｈ27廃止事業

新しいサービス領域の調査・研究 地域福祉課 研　究 B ○ 継続

補足説明Ｈ27評価
次年度
方　針

進捗状況

①福祉サー
ビスの充実

担当課
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心
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Ⅰ １．相談体制
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①身近な相
談機能の充
実

２．情報機能
の充実

①福祉情報
の発信

基本目標 基本方針 施策の展開 事業名及び項目
3次計画
（Ｈ27）

　
い
つ
も
そ
の
人
ら
し
く
～
支
え
続
け
る
地
域
づ
く
り
～

　
基
本
目
標
Ⅱ

１．地域福祉
の理解を深
める

①福祉意識
と理解の促
進

２．良質な
サービスの
提供



平成２７年度　地域福祉活動計画進捗管理・事業評価一覧

補足説明Ｈ27評価
次年度
方　針

進捗状況担当課基本目標 基本方針 施策の展開 事業名及び項目
3次計画
（Ｈ27）

就労継続支援Ｂ型事業の充実 福祉作業所 充　実 A ○ 継続

特定相談支援事業（Ｈ27～） 福祉作業所 ― B ○ 継続 追加項目

福祉作業所の管理運営 福祉作業所 ― B ○ 改善
追加項目
経営安定化

居宅介護支援事業（介護予防含む）の充実 在宅センター 充　実 B ○ 充実

訪問介護事業（介護予防含む）の充実 在宅センター 充　実 B ○ 充実

障害者居宅介護・重度訪問介護の充実（同行援護含む） 在宅センター 充　実 B ○ 充実

福祉サービスの適正な評価 総務課 評　価 A ○ 継続

苦情処理体制の充実 総務課 充　実 B ○ 継続 前回改善項目

３．利用者の
権利擁護

①福祉サー
ビスの利用
援助

日常生活自立支援事業の強化 地域福祉課 強　化 A ○ 充実

市民活動の拠点確保 総務課 継　続 A ○ 継続

地域福祉活動の充実（地域福祉センター） 施設課 充　実 A ○ 継続

健康と生きがいづくりの支援（老人福祉センター） 施設課 支　援 A ○ 継続

子育て支援事業の充実（児童センター） 施設課 充　実 A ○ 継続

学童クラブの充実 地域福祉課 充　実 A ○ 継続

地域交流事業の充実 施設課 充　実 A ○ 継続

ボランティアセンター機能の強化 地域福祉課 強　化 B △ 充実

ボランティア団体との連携強化 地域福祉課 強　化 B ○ 充実

ボランティアの養成 地域福祉課 養　成 B △ 充実

ボランティア活動メニューの開発・整備 地域福祉課 整　備 B △ 充実

フォローアップ研修の充実 地域福祉課 充　実 B △ 充実

②福祉関係
者・団体との
連携強化

当事者団体・福祉関係団体の活動支援 総務課 強　化 A ○ 継続

地区社協の運営支援 地域福祉課 充　実 A ○ 充実

地区社協活動の周知 地域福祉課 強　化 B △ 充実

地域福祉活動を実践する人材の育成 地域福祉課 育　成 B ○ 充実 前回改善項目

ふれあい・いきいきサロン活動の支援 地域福祉課 充　実 A ○ 充実

地域福祉フォーラムの支援 地域福祉課 強　化 B △ 継続

　
み
ん
な
で
支
え
る
～
み
ん
な
の
力
に
よ
る
地
域
づ
く
り
～

　
基
本
目
標
Ⅲ

②公的な福
祉サービス
の提供

③サービス
の適正な評
価・苦情処理
体制の充実

４．市民活動
の拠点確保

①福祉セン
ターを活用し
た取り組み

１．市民活動
の輪を広げ
る

①ボランティ
ア活動の活
性化

２．地域全体
で支えあう体
制の確立

①住民主体
による共助
の取り組み



平成２７年度　地域福祉活動計画進捗管理・事業評価一覧

補足説明Ｈ27評価
次年度
方　針

進捗状況担当課基本目標 基本方針 施策の展開 事業名及び項目
3次計画
（Ｈ27）

日常生活圏のネットワーク支援 地域福祉課 支　援 B ○ 継続

市担当部署・関係機関との意見交換 地域福祉課 継　続 B ○ 継続

要援護者情報のデータ化 地域福祉課 充　実 B ○ 継続

災害ボランティアセンターの体制整備 地域福祉課 強　化 B ○ 充実

災害ボランティア登録者制度（Ｈ25～） 地域福祉課 ― C △ 改善 普及活動強化

理事会・評議員会機能の強化 総務課 強　化 A ○ 継続 前回改善項目

発展強化計画の策定 総務課 実　施 ― ― ―
地域福祉活動
計画と一体的
に策定へ

経営の透明性の確保 総務課 確　保 B ○ 継続

個人情報の適正管理 総務課 継　続 A ○ 継続

事務局体制の強化 総務課 強　化 B ○ 継続

職員の資質向上 総務課 強　化 B ○ 充実

会員会費の増強 総務課 増　強 B △ 改善
前回改善項目
個人会員獲得

寄附金の安定的な確保 総務課 確　保 B ○ 充実 前回改善項目

各種事業収益の確保 総務課 確　保 B △ 充実

市の財政支援の継続 総務課 継　続 A ○ 継続

自治体及び県社協助成金の活用 総務課 継　続 B ○ 継続

共同募金会配分金の活用
（赤い羽根、歳末募金運動含む）

総務課 継　続 B ○ 継続

民間助成金の活用 総務課 継　続 C △ 充実

２．計画の点
検・評価体制
の整備

①計画の進捗
管理及び評価

計画の進捗管理及び実施状況の評価 総務課 評　価 A ○ 継続

【進捗状況】 Ａ 計画どおり実施済み 【次年度方針】

Ｂ 計画の５０～１００％未満の実施 継続

Ｃ 計画の１～５０％未満の実施 充実

Ｄ 未実施 改善

【Ｈ27評価】 ◎ 期待以上の成果が得られた 縮小

○ 概ね期待どおりの成果が得られた 廃止

△ 期待したほど成果を得られなかった

× 成果を得られなかった

現行どおり、事業を継続する

事業の充実、強化を図る

事業の見直し、改善を図る

事業規模を縮小する

事業を廃止する

３．問題を共
有し解決す
る仕組みの
構築 ②緊急時、

災害時の支
援体制の確
立

　
Ⅳ
　
計
画
推
進
の
た
め
の
体
制
整
備

１．推進機能
の強化及び
財源確保

①法人運営
機能の強化

②安定した
活動財源の
確保

①関係者の
ネットワーク
づくり



平成２７年度　地域福祉活動計画　進捗管理・事業評価シート

1 Ⅰ-１-① 心配ごと相談・無料法律相談の充実 地域福祉課 充　実 B

①日常生活の困りごとや悩み
ごとを相談する場として、毎週1
回、心配ごと相談を実施した。
　　心配ごと相談　 78件
②解決困難な事例について
は、他機関への紹介、無料法
律相談（月1回）を実施した。
　　無料法律相談　41件

768,397 △

①相談件数の約6割を解決し、
残りは無料法律相談や他機関
へ繋げ、問題解決を支援した。
②相談員研修会を実施できな
かったが、法テラス千葉地方協
議会等研修会に参加した。
③仮設事務所のため相談件数
が減少した。（耐震工事）

充実

市民生活の身近な相談所とし
て、引き続き、心配ごと相談事
業を実施するとともに、相談機
能を強化するため、相談員研
修や勉強会の開催、関係機関
や他機関との連携強化を図っ
ていく。

2 Ⅰ-１-①
ボランティア相談の充実
【前回改善項目】

地域福祉課 充　実 B

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを２名配
置し、執務時間内にて、ボラン
ティアに関する相談を受けた。
（登録・斡旋・紹介など）
　　相談件数　　　　82件
②ボランティア団体からの相談
にも応じ、団体の立上げや、助
成金の活用などを支援した。

○

①専任のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
を配置するとともに、県社協主
催の研修会等に参加し、資質
向上に努めた。
②既存の登録団体で対応困難
な場合、個人ボランティアや他
の社会資源を活用し支援した。
③ボランティア団体の立上げ支
援、助成金の活用をサポート
し、運営を支援した。

充実

ボランティア活動の裾野を広げ
るため、引き続き、ボランティア
コーディネーターの資質向上に
努めるとともに、相談機能を強
化するため、社会資源の開発、
ボランティア団体との連携強
化、サポート機能の充実を図っ
ていく。

3 Ⅰ-１-① 子育てに対する相談機能の強化 施設課 強　化 A

①親子教室の終了後など、気
軽に相談できる環境を作り、子
育てに関する相談、様々な情
報提供を行った。
②児童厚生員会議で、子育て
支援に関する情報の共有化を
図った。

○

親子の教室を通じ、児童厚生
員と親子の絆を深め、気軽に
相談できる環境を作り、子育て
への不安等の解消に、努める
ことが出来た。

継続

子育て支援の一環として、引き
続き、子育てに関する相談に応
じるとともに、相談機能を強化
するため、関係機関との連携強
化、児童厚生員の資質向上を
図っていく。

4 Ⅰ-１-① 総合相談機能の確立 地域福祉課 確　立 B

①要援護者からの相談を受け
るとともに、関係機関と連携し
支援を行った。
②生活困窮者自立支援法の施
行に伴い、各種研修に参加し、
研究を行った。

〇

要援護者からの相談に対し、早
急に対応し、問題解決に繋がる
よう、関係機関、専門職との連
携強化を図った。 継続

総合的な相談機能を確立する
ため、引き続き、関係機関や専
門職との連携を強化するととも
に、生活困窮者の自立支援に
対応できるよう、職員の資質向
上を図っていく。

5 Ⅰ-２-① 広報紙「社福もばら」の充実 総務課 充　実 A

①社協活動や地域福祉活動の
理解を深めるため、広報紙「社
福もばら」を年4回（5.7.10.2月）
発行した。35,700部（5・10月）、
35,300部（7・2月）
②広告協賛企業を募り、広報
費用の一部を確保した。

1,592,478 ○

①広報委員会において、親しみ
やすい紙面づくりを行った。
②内容がマンネリ化しているた
め、掲載内容を精査し、改善す
る必要がある。
③7月号より広告スペースを確
保し、広告協賛金を募集した。

充実

社協活動や地域福祉活動への
理解を深めるため、引き続き、
広報において、地域の福祉情
報を提供するとともに、広報活
動の財源を確保するため、広
告協賛企業を募っていく。

6 Ⅰ-２-① ホームページの充実（SNS含む） 総務課 充　実 B

①市民の方に、最新かつ的確
な福祉情報を発信した。
②情報の発信力を強化するた
め、SNS(ツイッター、フェイス
ブック)を使い情報を発信した。

151,200 ○

①SNSは更新頻度が低く、効果
的な運用ができていない。
②HP・SNSが発信する社協活
動の啓発や福祉情報の重要性
について、より一層職員の認識
を高めていく必要がある。

充実

情報を取得する手段として、HP
やSNSは重要なツールとなって
いるため、引き続き、誰もが利
用しやすく、効果的に活用でき
るよう、情報発信力の強化や内
容の充実を図っていく。

評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価



平成２７年度　地域福祉活動計画　進捗管理・事業評価シート

評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価

7 Ⅰ-２-① ＰＲ活動の強化【前回改善項目】 総務課 強　化 B

啓発資材を作成し、福祉こども
まつり、社会福祉大会、もば
ちゃいるなどのイベント会場、
小中学校・生涯大学などにおい
て、社協のPR活動を行った。
（社協チラシ配布）

194,517 △

①啓発資材を活用し、社協活
動の周知や啓発を行ったが、ど
の程度効果があったかは判断
できない。
②こども向けのイベント、小中
学校の福祉教育において、若
年層世代へのPR活動を行っ
た。

改善

社協活動や地域福祉活動への
理解を深めるため、引き続き、
様々な機会を通じて、PR活動
の強化を図るとともに、新たな
アプローチ方法を模索してい
く。

8 Ⅰ-２-① 声の広報活動 地域福祉課 継　続 B

音訳ボランティアみずすまし会
の協力により、市広報誌(24回/
年)、小説(リクエスト)等を音訳
し、DVDデータとして、視覚障が
い者に配布した。
　声の広報利用者　15名

10,459 ○

①日常生活に必要な情報を得
られるよう支援した。
②会員の減少が懸念される。
③助成金を活用し、音訳機器
のデジタル化を図った。
④視察研修、パソコン講習など
を行い、資質向上を図った。

継続

視覚障がい者の生活を支援す
るため、引き続き、みずすまし
会と連携し、声の広報活動を実
施するとともに、音訳機器の更
新に伴い、機材、ソフトウェアを
使いこなせるよう支援も行って
いく。

9 Ⅱ-１-① 社会福祉大会の開催【前回改善項目】 総務課 充　実 B

社会福祉の進展に功績のあっ
た方、多額の金品を本会に寄
贈した方を顕彰した。
福祉功労者顕彰35名と2団体
永年勤続功労者7名
協助者・団体顕彰3名と3団体

530,879 △

①講師の知名度、活動発表関
係者の出席が多かったので、
前年度より参加者が増加した。
②表彰対象者の見直し（Ｈ28～
永年勤続廃止）、一般参加者の
減少に伴い、実施方法・内容、
実施場所などについて、今後検
討する必要がある。

改善

社会福祉に功績のあった方の
顕彰や、地域福祉への理解を
深める取組みは継続していく
が、実施時期、実施方法につい
ては今後検討していく。（表彰
方法、隔年実施など検討）

10 Ⅱ-１-① 福祉こどもまつりの開催 地域福祉課 充　実 A

児童の健全育成、福祉活動に
たずさわる団体、福祉施設、企
業の活動を身近に感じてもらう
ため、福祉こどもまつりを開催
した。
（ボランティア連協共催事業）
　来場者数　約2,000人
　福祉バザー収益　342,997円

539,760 ○

①イベントの知名度が向上し、
多数の来場者があったが、駐
車場の確保、バザー物品の量
が不十分だった。
②参加企業・販売店舗が増え
たため、福祉活動に必要な、財
源を多く確保することができた。
③バザー物品（野菜など）を確
保するため、実施時期、実施方
法などについて、今後検討する
必要がある。

改善

児童の健全育成、社協活動や
民間福祉活動への理解を深め
るため、引き続き、福祉こどもま
つりを行うとともに、自主財源の
確保、啓発活動や内容の充実
を図っていく。
　また、バーザー物品の確保が
難しいため、実施時期、実施方
法など、今後検討していく。

11 Ⅱ-１-① 福祉教育・福祉学習への支援 地域福祉課 充　実 B

①ボランティア団体と連携し、
小中学校に福祉教育の講師を
派遣し、福祉学習を支援した。
　派遣回数　年3回
②小中高等学校の福祉教育を
財政面から支援するため、助成
金を交付した。
　福祉教育推進校　16校
③商業施設のイベントに参加
し、福祉教育を実施した。
　体験者数　156名

405,000 △

①新たな学習法として、障がい
者との交流・クイズ形式による
学習プログラムを実践した。
②福祉教育の実施は25校中3
校、PR活動が不十分だった。
④福祉教育推進校の活動を財
政的に支援した。
⑤イベントを通じて、子供達に
福祉教育を実施した。

改善

次世代を担う子供たちに「思い
やり」や「助け合いの精神」を育
むため、引き続き、福祉教育を
推進するとともに、福祉教育の
実態調査を全学校に行い、学
習プログラム、ＰＲ活動の見直
しをを図っていく。



平成２７年度　地域福祉活動計画　進捗管理・事業評価シート

評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価

12 Ⅱ-１-① 福祉野球教室 地域福祉課 ― B

現役プロ野球選手を招き、障が
い者、少年野球選手を対象とし
た福祉野球教室を開催した。
　福祉施設　　　　   　58名
　少年野球選手     　 153名
　ボランティア　　    　8名
　千葉ロッテマリーンズ　5名

379,752 ○

①スポーツを通じて、子供達に
夢や希望を持つ大切さ、障がい
者福祉への理解を深めた。
②県共同募金会との資金提
携、協賛企業の新規開拓を行
い、事業資金を確保した。
③プロ選手と障がい者の方が、
簡単な野球を行うなど、より身
近な活動となった。

継続

児童の健全育成、障害者福祉
への理解を深めるため、引き続
き、福祉野球教室を行うととも
に、事業費を確保するため、協
賛企業の確保、助成金の活
用、イベントに掛る経費見直し
を図っていく。

13 Ⅱ-１-① 福祉・介護人材の育成 総務課 育　成 B

福祉人材の確保や定着を図る
ため、県の助成金を活用し、福
祉介護職を対象とした研修や、
市民を対象とした福祉講座を開
催した。
　ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修（年2回37名）
　福祉講座（23名）
　合同意見交換会・研修会
　　　　　　　　　　　　（49名）
　施設見学会（年2回11名）

307,200 ○

①福祉介護職の専門性を高め
るため、スキルアップ研修を
行った。
②福祉ニーズをもとに、養成講
座を企画することができた。
③若年層向けの企画により、福
祉介護職の魅力を伝えることが
できた。

縮小

平成28年度から介護従事者向
けの補助事業に変更されたこと
にともない、今後は必要に応じ
て補助金制度を活用するものと
する。
（地域福祉、障害福祉、児童福
祉は対象外）

14 Ⅱ-１-① 理解を深めるための調査・研究の実施 総務課 研　究 B

①福祉ニーズや地域福祉の課
題を把握するため、各種研修
会において、アンケートを実施
した。
②先進事業の調査研究、他市
町村社協と意見交換を図るた
め、役職員の視察研修を実施。
視察内容 法人後見・市民後見
　　　　　　（木更津市社協）

○

①若年層世代や企業を対象と
した「福祉ニーズの把握」、ボラ
ンティア活動への理解を深める
ための調査が不十分だった。
②高齢者や障がい者の権利を
擁護するため、法人後見・市民
後見について調査・研究を行っ
た。

継続

社協活動やボランティア活動へ
の理解を深めるため、引き続
き、先進地域の調査研究を行う
とともに、アンケートやアウト
リーチなどによる、福祉ニーズ
の把握を行っていく。
（Ｈ28年　アンケート実施）

15 Ⅱ-２-① 見守り型食事サービスの充実 地域福祉課 充　実 B

70歳以上のひとり暮らし高齢者
や障がい者などを対象に、月3
回（7,8月除く）、ボランティアの
手作り弁当を持って訪問し、安
否確認を行った。（1食100円負
担）
　利用者数　153人
　延食数　 4,887食

1,858,923 ○

①見守り活動を行い、他の福
祉サービスに繋げるなど、利用
者や親族から評価されている。
②ボランティアの高齢化などに
より、人材の確保が課題。
③７月、８月の見守り活動が今
後の課題。（休止期間）

充実

地区ボランティア会と連携し、
引き続き、地域での見守り活動
を推進するとともに、見守り体
制を強化するため、ボランティ
アの養成講座、ＰＲ活動などを
行い、ボランティアの人員確保
を図っていく。

16 Ⅱ-２-① 福祉ニーズの把握【Ｈ28アンケート】 地域福祉課 ― B

民協定例会、地域福祉フォーラ
ム、各種研修会などにおいて、
福祉ニーズの把握を行なった。

△

アンケート実施予定年でないた
め、限定的な範囲でのニーズ
調査となっている。

充実

新たな福祉サービスの調査・研
究のため、引き続き、福祉ニー
ズの把握を行なうとともに、平
成２８年度実施のアンケート調
査に向け、実施方法などを検討
していく。
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評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価

17 Ⅱ-２-① 訪問理髪サービスの充実 地域福祉課 充　実 B

在宅で6か月以上寝たきりの高
齢者や障がい者（児）を対象
に、本人及び介護者の負担を
軽減するため、訪問による理髪
サービスを提供した。（1回2,000
円を上限に助成/年4回）
　利用者11名、延べ26回

77,439 △

①在宅で介護している世帯の
経済的・精神的負担の軽減を
図った。
②デイサービスなどで理髪を提
供する介護事業所が増加して
いるため、利用件数が伸び悩
んでいる。

継続

寝たきりの高齢者や障がい者
（児）の在宅生活を支援するた
め、引き続き、訪問理髪サービ
スを実施するとともに、民生委
員や関係機関と連携し、PR活
動の強化を図っていく。

18 Ⅱ-２-①
ねたきり老人等への紙おむつの支給
（家族介護支援事業含む）

地域福祉課 充　実 B

①在宅で6か月以上寝たきりの
高齢者や障がい者（児）を介護
する方の負担を軽減するため、
年3回、紙おむつ等を支給し
た。
　利用者　延べ546名
②在宅で要介護4,5の高齢者を
介護する世帯（非課税世帯）の
負担を軽減するため、介護用
品を支給した。（市委託事業）
　利用者　27名

3,641,349 〇

①在宅で介護している世帯の
経済的・精神的負担の軽減を
図った。
②認知症高齢者まで対象範囲
を拡大するか、今後の課題。

③市委託事業に、事務費が含
まれておらず、振込手数料など
の事務的経費は、社協負担と
なっている。

改善

寝たきりの高齢者や障がい者
（児）を在宅で介護する方の負
担を軽減するため、引き続き、
紙おむつ等の介護用品を支給
するとともに、事務の効率化、
財源確保を図っていく。
（市委託事業分は、実施方法の
見直し、事務的経費の予算化
を要望）

19 Ⅱ-２-①
低所得者援助事業
（応急援護、交通遺児、歳末配分事
業）

地域福祉課 充　実 B

共同募金の配分金や歳末たす
けあい募金を活用し、要援護世
帯や一人暮らし高齢者などに
対し、見舞金や慰問品を配布し
た。
　応急援護資金　103件
　歳末配分事業　1,909件

4,261,818 〇

①民生委員の調査、市からの
情報提供により、見舞金や慰
問品の配布を行い、多くの世帯
を支援した。
②対象世帯が増加する半面、
毎年、募金額が減少しているた
め、財源確保が今後の課題。

継続

要援護世帯を支援するため、
民生委員や関係機関との連携
を強化するとともに、引き続き、
共同募金の配分金を活用し、
財源確保を図っていく。

20 Ⅱ-２-① 夏季一時金支給事業 地域福祉課 ― B

民生委員の調査をもとに、7月
に要援護世帯に対し、夏季一
時金を支給した。
　基準額　1世帯2,000円
　要援護世帯　380世帯

760,000 〇

①民生委員活動において、担
当地区の世帯把握、訪問活動
に役立っている。
②対象世帯の増加および財政
状況を考慮し、平成27年度より
1世帯一律2,000円に変更した。

継続

財源的に厳しい状況となってい
るが、要援護世帯の把握、民生
委員の見守り活動として、効果
が見込まれるため、引き続き、
実施していく。

21 Ⅱ-２-①
低所得家庭児童生徒援護事業
【Ｈ27廃止事業】

地域福祉課 ― B

要援護世帯の児童や生徒を対
象に、図書券を配布した。
　入学・、進級児童399名、施設
児童30名、計429名
　　　　　　　（一律1,000円） 429,000 〇

①民生委員活動において、担
当地区の世帯把握、訪問活動
に役立っている。
②事業に対する費用対効果
（目的、成果、費用など）を踏ま
え、事業を精査した結果、平成
27年度を持って事業を廃止し
た。

―

事業評価検討委員会の答申を
踏まえ、Ｈ27年度を持って事業
を廃止する。今後は、ボランティ
アと連携した学習支援などを検
討していく。
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評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価

22 Ⅱ-２-①
生活支援事業の充実
（生活・老障資金、福祉金庫）
【Ｈ27老障廃止】

地域福祉課 充　実 B

専任相談員・自立生活支援員
を配置し、低所得世帯の相談
援助や貸付制度等を活用し、
低所得世帯の自立更生を支援
した。
　生活福祉資金26件
　老障資金　0件
　福祉金庫　51件

4,807,542 〇

①滞納世帯の訪問指導を強化
し、個別に課題を整理するなど
支援を行った。
②相談内容が複雑化している
ため、県社協や関係機関と連
携し、慎重に支援を行った。
③利用者の減少にともない、Ｈ
27年度をもって老障資金を廃
止。（県社協委託事業）

継続

低所得世帯の自立を支援する
ため、引き続き、貸付業務を行
うとともに、償還困難者の指導
強化、生活困窮者の自立を支
援するため、関連機関との連携
を一層強化し、自立更生を図っ
ていく。

23 Ⅱ-２-①
住民参加型在宅サービスの研究、実
施

地域福祉課 実　施 Ｃ

住民相互による助け合い活動
として、地区社協が実施主体と
なり住民参加型の地区たすけ
あいサービスを実施。現在、北
部地区・中の島地区の２地区が
活動を実施した。
　北部地区 　 利用件数12件
　中の島地区　利用件数25件

20,338 △

①萩原町だけでなく、高師町方
面へエリア拡大を行った。(北部
地区）
②実施している地区は2/13地
区、活動エリアが拡大していな
い。(中央地区Ｈ28年実施）
③中央地区、西部地区におい
て、サービスの説明会を行っ
た。

改善

地域住民の「助け合い」、「支え
合い」を具現化するため、引き
続き、地区たすけあいサービス
を推進するとともに、すべての
地区社協において実施できるよ
う、支援体制の強化、アンケー
ト等による実態把握、協力会員
の増強を図っていく。

24 Ⅱ-２-①
老人福祉事業の継続
（長寿クラブ）

地域福祉課 充　実 Ｂ

市長寿クラブ連合会・長生地区
老人クラブ連合会の事務局とし
て、円滑に運営ができるよう支
援した。
　単位クラブ数　71クラブ
　会員数2,196名

200,000 ○

①長寿クラブ連合会の事務局
として、茂原市、地区、県老人
クラブ連合会、関係機関との連
絡調整を行い、円滑な運営を
支援した。
②会員増強として、若手委員会
の設置、地域づくりの担い手と
して支え合い研修を行った。

充実

　高齢者福祉を増進するため、
引き続き、長寿クラブ連合会の
活動を支援するとともに、会員
の加入促進、関係団体との連
携を強化し、介護予防・生活支
援など支え合い活動の取り組
みを行っていく。

25 Ⅱ-２-① 米寿、長寿祝い事業【前回改善項目】 地域福祉課 ― Ｂ

①茂原写友会、フォトクラブ四
季、デジカメの会の協力によ
り、米寿者に記念写真を贈呈。
　（希望者　162名）
②白寿、100歳以上の方の自宅
を訪問し、長寿祝品を贈呈。
（白寿23名、100歳以上40名）

542,453 ○

①ボランティアの負担軽減のた
め、自宅訪問を止め、市内３ケ
所で撮影を実施。（希望者減
少）
②増加する対象者に対し、事業
費の確保が今後の課題。
③長寿祝い事業は、市と重複
する事業であるため、社協活動
として理解を得にくい。

改善

高齢者福祉の一環として、米寿
祝い事業を継続するとともに、
引き続き、ボランティアの負担
軽減や経費節減について、検
討していく。
　長寿祝い事業については、事
業内容を精査した結果、市と重
複する事業であるため、平成２
８年度を持って廃止とする。

26 Ⅱ-２-① 結婚50周年祝賀会【Ｈ27廃止事業】 地域福祉課 ― Ｂ

プラザヘイアンにて、結婚50周
年を迎える夫婦４６組９２名を
招待し、祝賀会を開催した。参
加費を上げ、財源の確保を図っ
た。 595,587 ○

①参加費を上げて、事業費の
確保を行った。その影響もあり
参加者は、２０名程度減少し
た。
②開催場所、事業に対する費
用対効果（目的、成果、費用な
ど）を踏まえ、事業を精査した
結果、平成27年度を持って事
業を廃止した。

―

事業評価検討委員会の答申を
踏まえ、Ｈ27年度を持って事業
を廃止する。
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決算額
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Ｈ27評価

27 Ⅱ-２-① 新しいサービス領域の調査・研究 地域福祉課 研　究 B

生活困窮者自立支援事業の研
究、法人後見・市民後見人制度
について、役職員の視察研修
を行った。

〇

①生活困窮者の支援につい
て、市や関係機関と協議を行っ
た。
②法人後見、市民後見人制度
について、視察研修を行った。
（木更津市社協）
③総合事業の調査研究が不十
分だった。

継続

引き続き、新たなサービス領域
（法人後見・市民後見人制度、
総合事業、ファミリーサポート事
業など）の調査・研究を行い、
福祉サービスの充実を図って
いく。

28 Ⅱ-２-② 就労継続支援Ｂ型事業の充実 福祉作業所 充実 A

①以前より工賃が貰えたと評価
をいただいた。
②「受注事業の拡大」、「自主生
産品のPRと販路拡大」を行った
ことで、収入UPにつながった。
　受注事業　4,146,847円
　販売事業　1,529,412円

5,676,259 ○

①職員会議において、「受注事
業」、「自主生産品」の拡大、販
路見直しを検討した。
②職員全員が共通意識のも
と、事業を推進し、受注作業及
び販売事業ともに、H26年度の
実績を上回ることができた。

継続

障がい者の自立と社会参加を
支援するため、引き続き、職員
間において意見交換を行い、事
業の生産性、効率性を図るとと
もに、新規受注や販売品の種
類等について検討し、利用者の
工賃向上を目指していく。

29 Ⅱ-２-② 特定相談支援事業（Ｈ27～） 福祉作業所 ― B

Ｈ27.6月より特定相談支援事業
を開始し、障害福祉サービスの
利用に必要なサービス等利用
計画を作成した。
　サービス等利用計画　27名
（福祉作業所23名、その他4名）

2,372,175 ○

①当初の計画通り、福祉作業
所利用者のサービス等利用計
画を作成することができた。
②他事業所の障害福祉サービ
スにつながる新規契約を結ぶ
ことができた。

継続

適切な障害福祉サービスを利
用できるよう、引き続き、利用者
の生活状況に合わせた、サー
ビス等利用計画を作成するとと
もに、経営の安定化を図るた
め、新規契約者を確保してい
く。

30 Ⅱ-２-② 福祉作業所の管理運営 福祉作業所 ― B

①経営面での収入増を目指し、
新規加算の取得及び休みがち
な利用者の利用促進を行った。
　　　（新規加算　3,249,549円）
②多様化するニーズに対応す
るため、各種研修等へ参加し、
引き続き、職員の資質向上を
図った。

35,962,351 ○

①訓練等給付費の新規加算に
より収入増となった。
②利用者の自宅訪問等行い、
利用促進につなげた。
③経営状況が厳しくなっている
ため、指定管理料、土地代につ
いて、市と交渉していく。
（訓練給付費の減算、就労Ｂ型
事業所の増加）

改善

障がい者の自立と社会参加を
支援するため、引き続き、就労
継続支援事業を実施するととも
に、良質なサービスを提供する
ため、職員の資質の向上を
図っていく。
　随時新規利用者を募集し、経
営の安定化を図るとともに、今
後の運営について市と協議を
行っていく。

31 Ⅱ-２-②
居宅介護支援事業（介護予防含む）の
充実

在宅センター 充　実 B

利用者の在宅生活や介護者の
負担を軽減するため、適切な介
護サービスが利用できるようケ
アプランの作成を行った。
　居宅介護支援　991件
　介護予防支援　116件 15,378,138 〇

①利用者を確保し、サービスの
質を維持した。
②個人目標を設定し、毎月研
修会に参加した。
③特定事業所加算Ⅲにより、
経営基盤の強化を図った。 充実

要介護認定者が、適切な介護
サービスを利用できるよう、引
き続き、居宅介護支援を行うと
ともに、良質なサービス提供、
経営の安定化を図るため、職
員資質の向上、個人目標の設
定、経営会議を行っていく。
　また、地域包括ケアシステム
の構築に向け、各種研修会に
参加していく。
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32 Ⅱ-２-② 訪問介護事業（介護予防含む）の充実 在宅センター 充　実 B

要介護認定者の在宅生活や介
護者の負担軽減を図るため、
ホームヘルパーの派遣を行
い、在宅生活を支援した。
　訪問介護   378件
　介護予防   164件 27,514,245 〇

①利用者を確保し、サービスの
質を維持した。
②訪問介護員に計画的な研修
を実施した。
③保険外サービスを提供し、訪
問介護事業と組み合わせ、切
れ目のないサービスを提供し
た。
④業務の効率化を図り、サービ
ス提供時間を増やした。

充実

要介護認定者の在宅生活や、
介護者の負担を軽減するた
め、引き続き、訪問介護を行う
とともに、経営の安定化、良質
なサービスを提供するため、目
標件数の設定、経営会議、質
の高い人材確保に取り組んで
行く。
　また、第７期介護保険計画や
法改正に向け、事業所の体制
整備を図っていく。

33 Ⅱ-２-②
障害者居宅介護・重度訪問介護の充
実（同行含む）

在宅センター 充　実 B

障がい者の在宅生活や介護者
の負担軽減を図るため、ホーム
ヘルパーの派遣を行い、在宅
生活を支援した。
居宅介護等事業　80　件
同行援護　45　件

4,186,979 〇

①他事業所に先駆け、同行援
護サービスを展開し、地域にお
いて一定の地位を確保した。
②業務の効率化を図り、サービ
ス提供時間を増やした。 充実

障がい者の在宅生活や、介護
者の負担を軽減するため、引き
続き、居宅介護・重度訪問介護
事業を行うとともに、良質な
サービスを提供する、ヘルパー
人材の確保を図っていく。ま
た、第７期介護保険計画や法
改正に向け、事業所の体制整
備を図っていく。

34 Ⅱ-２-③ 福祉サービスの適正な評価 総務課 評　価 A

職員で組織する「内部評価検
討委員会」、社協の理事・評議
員で構成する「事業評価検討
委員会」において、福祉サービ
スの評価、検討を行った。

○

①平成26年度に提供した各事
業が、適切かつ効果的に実施
できたか、評価を行った。
②現状を認識し、各事業の見
直などを検討した。

継続

良質な福祉サービスの提供
や、効果的な事業を展開するた
め、引き続き、事業の適正な評
価を行うとともに、必要に応じ、
提供する福祉サービスの見直
しや改善を図っていく。

35 Ⅱ-２-③ 苦情処理体制の充実【前回改善項目】 総務課 充　実 B

①苦情受付担当者、苦情解決
責任者、苦情統括責任者を配
置し、利用者からの意見や要
望に対応した。
②利用者に配慮するため、苦
情解決第3者委員を設置し、公
平性や中立性を図った。

○

①利用者からの要望等を苦情
解決責任者、苦情統括責任者
に報告し、迅速に対応すること
ができた。
②組織として情報の共有化、再
発防止に向けた、取り組みが
不充分だった。（内部研修など）

継続

利用者保護の観点から、苦情
解決への取り組みが、ますます
重要となるため、引き続き、苦
情処理体制の充実、情報の共
有化や再発防止に向けた取り
組みを行っていく。

36 Ⅱ-３-① 日常生活自立支援事業の強化 地域福祉課 強　化 A

判断能力が不十分な高齢者や
障がい者を対象に、日常的な
金銭管理や福祉サービスの利
用援助を行い、日常生活を支
援した。
　相談・訪問調査件数　214件
　利用者　26名

2,389,910 ○

①利用者の状況やニーズに応
じた支援を行った。
②潜在的ニーズに対し、専門
員、委託費などが不十分。
③生活保護世帯の利用増加、
財源確保が、今後の課題。
④判断能力が低下した場合、
契約解除となるため、長期的な
支援できない。

充実

高齢者や障がい者の日常生活
を支援するため、引き続き、関
係機関との連携を強化するとと
もに、安定した財源を確保する
ため、市補助金や県委託費の
財源確保を図っていく。
　又、利用者に対し長期的な支
援を続けられるよう、法人後見
の受任準備を進めて行く。
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37 Ⅱ-４-① 市民活動の拠点確保 総務課 継　続 A

茂原市福祉センター（総合市民
センター、二宮・豊田・五郷・豊
岡・東郷福祉センター）の管理
運営を行うとともに、小域福祉
圏における地域福祉活動の拠
点を確保した。
【第4期指定管理者（H27～H32
年まで5年間）】
＊総合市民センター耐震補強
工事期間（Ｈ27.11～Ｈ28.8月）
旧図書館に仮設事務所を設置

119,673,764 ○

①安全に配慮した施設運営や
サービスの向上を図るため、避
難訓練、担当者会議を行った。
②地域の活動拠点を活用し、
子育て支援、生きがいづくりを
推進するとともに、地域住民が
主体となって行う、地区社協活
動などを支援した。
③耐震工事期間、市内公共施
設と連携し、総合市民センター
利用者の活動場所を確保した。

継続

市民活動の活性化や地域福祉
活動の拠点を確保するため、
引き続き、第4期目となる茂原
市福祉センターの指定管理を
行っていく。

38 Ⅱ-４-①
地域福祉活動の充実（地域福祉セン
ター）

施設課 充　実 A

地域の拠点施設として、地区社
協、地域住民、センター利用団
体と連携、協働し、様々な地域
福祉活動を行い、地域の活力
を高めることが出来た。

○

①地域福祉活動の拠点施設と
して、多くの地域住民が利用し
た。
②各事業を通じて、地域住民の
文化・教養の向上を図った。

継続

地域住民の文化・教養の向上
を図るため、引き続き、事業を
行うとともに、小域福祉圏にお
ける地域福祉活動を強化する
ため、職員の資質向上に努め
ていく。

39 Ⅱ-４-①
健康と生きがいづくりの支援（老人福
祉センター）

施設課 支　援 A

①郊外研修、主催教室などに
より、高齢者の知識向上や健
康増進を図ることが出来た。
②高齢者同士の親睦を深める
場を提供することが出来た。

○

①各事業を通して、地域の高齢
者の健康増進、教養の向上を
図った。
②いこいの場を提供し、高齢者
同士の親睦を図った。

継続

高齢者の健康増進、生きがい
づくりを支援するため、引き続
き、事業を行うとともに、地域の
高齢者が気軽に集えるセンター
運営を図っていく。

40 Ⅱ-４-①
子育て支援事業の充実（児童セン
ター）

施設課 充　実 A

親子教室、夏休みこども教室な
ど実施し、子育て支援や子供
達の文化・教養を高めることが
出来た。

○

①地域の子育て支援の拠点と
して、親子が気軽に集い、繋が
ることの出来る場を提供し、子
育て支援や児童の健全育成を
図った。
②市民センターの耐震工事期
間、福祉センターを活用し事業
を継続した。

継続

児童福祉の増進を図るため、
引き続き、事業を行うとともに、
子育て支援を充実するため、関
係機関との連携強化、職員の
資質向上に努めていく。

41 Ⅱ-４-① 学童クラブの充実 地域福祉課 充　実 A

地域の福祉センターを活用し、
学童クラブの運営を行い、子育
て支援を行った。
　延利用者数　豊岡学童276
名、二宮学童269名、東郷第1
学童294名、東郷第2学童552
名、夏期茂原学童43名

20,969,754 ○

①専門性を高めるため、指導
員会議、発達障がいに関する
勉強会を実施。
②指導方法、発達障がいなど
に対する、共通理解が不十分。
③市や関係機関と連携し、ネグ
レクトや虐待防止に関する会
議、要保護児童対策会議に参
加。

継続

働く親の子育てを支援するた
め、引き続き、学童クラブを運
営するとともに、児童や保護者
が安心して利用できるよう、安
全面の配慮、保護者を始めと
する関係機関との連携強化を
図っていく。
　また、発達障がいなどの専門
知識を有す指導を確保し、児童
に合わせた保育を目指してい
く。
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42 Ⅱ-４-① 地域交流事業の充実 施設課 充　実 A

各福祉センターにおいて、地区
社協やセンター利用団体などと
連携、協働し、地域の特色の
あった地域交流事業を実施し、
地域住民の交流・親睦の場を
提供することが出来た。
　（6センター×年3回）

266,948 ○

地区社協や地域住民などと連
携し、地域の高齢者や児童な
どの世代間交流を行い、地域
住民の交流や市民活動の活性
化を図った。

継続

地域住民の交流、市民活動を
活性化するため、引き続き、事
業を継続するとともに、小域福
祉圏における地域福祉活動を
強化するため、地区社協や協
力団体との連携強化を図って
いく。

43 Ⅲ-１-① ボランティアセンター機能の強化 地域福祉課 強　化 B

ボランティアセンターでは、ボラ
ンティアの相談、登録、斡旋に
応じるとともに、ボランティアの
養成などを行い、ボランティア
活動の普及を図った。
ボランティア登録数
　団体　62団体/1,009名
　個人　　　　　　77名
　合計　　　　 1,086名

669,384 △

①夏ボラでは多くのプログラム
を用意し、498名が活動を行っ
た。
②市生活課、他機関との連携
が不十分だった。
③ボランティアの活動紹介な
ど、PR活動が不十分だった。
④既存団体の会員拡充、新た
な団体の発掘が不十分だった。

充実

幅広い世代がボランティア活動
の担い手となるよう、引き続き、
ボランティアセンター機能を充
実するとともに、他団体との連
携強化、普及活動の強化、新
たなボランティア活動を企画立
案し、ボランティア活動の活性
化を図っていく。

44 Ⅲ-１-① ボランティア団体との連携強化 地域福祉課 強　化 B

①組織的なボランティア活動を
支援するため、ボランティア連
絡協議会の運営を支援した。
②ボランティア登録団体と連携
し、福祉教育、福祉こどもまつり
などで、普及活動を行った。
③災害ボランティア団体と連携
し、災害ボランティアセンターの
設置訓練を行った。

519,000 ○

①ボランティア連協、登録団体
と連携し、福祉こどもまつり、福
祉教育、養成講座などの普及
活動を行った。
②地区ボランティアと連携し、
高齢者の見守り活動を行った。
③災害時、迅速に対応できるよ
う、災害ボランティアセンターの
設置訓練を行った。

充実

組織的なボランティア活動を推
進するため、引き続き、ボラン
ティア団体との連携を強化する
とともに、ボランティア活動の活
性化、組織強化を図るため、ボ
ランティア団体への支援を積極
的に行っていく。

45 Ⅲ-１-① ボランティアの養成 地域福祉課 養　成 B

①精神保健福祉ボランティアの
養成と組織化、地域の担い手
の育成を行った。
②ボランティア活動のきっかけ
として、夏の体験ボランティアを
実施
③既存団体の新たな活動支援
を行った。

△

①新たなボランティア活動の養
成を行い、団体を発足した。
②夏の体験ボランティアに、約
500名が参加した。
③登録団体、ボランティア会員
の増強、ＰＲ活動が不十分だっ
た。
④たすけあいサービス協力会
員の養成が不十分だった。

充実

幅広い世代が、ボランティア活
動の担い手となるよう、引き続
き、ボランティアの養成を行うと
ともに、生活困窮世帯の学習支
援、たすけあいサービスの協力
会員など、新たな担い手を確保
するため、普及活動の強化を
図っていく。

46 Ⅲ-１-① ボランティア活動メニューの開発・整備 地域福祉課 整　備 B

①障がい者スポーツに関わる
ボランティア、学習支援ボラン
ティアを企画し、支援した。
②精神保健福祉ボランティアの
団体立上げを支援した。
③精神・知的障がい施設での
体験ボランティアを企画した。

△

①前年度から引き続き、企画・
養成したボランティア活動の組
織化を図った。
②新たな活動分野の開発が不
十分だった。

充実

ボランティア活動を活性化する
ため、引き続き、活動メニュー
の開発を行うとともに、幅広い
世代がボランティア活動の担い
手となるよう、ニーズ把握、ボラ
ンティア活動の整備を図ってい
く。
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47 Ⅲ-１-① フォローアップ研修の充実 地域福祉課 充　実 Ｂ

①災害ボランティア・地区社協
委員などを対象に、災害ボラン
ティアセンターの設置・運営訓
練を行った。
②既存のボランティアを対象
に、認知症をテーマとした福祉
講座を開催した。

△

①養成したボランティア、既存
のボランティア・団体へのフォ
ローアップ体制が不十分だっ
た。

充実

新たに養成したボランティアや
団体の活動を支援するため、
引き続き、フォローアップ研修を
行うとともに、既存のボランティ
ア団体の活動を活性化するた
め、フォローアップ体制の充実
を図っていく。

48 Ⅲ-１-②
当事者団体・福祉関係団体の活動支
援

総務課 強　化 A

市補助金や共同募金配分金を
活用し、当事者団体及び福祉
関係団体の活動を、財政面か
ら支援した。（地区社協除く） 7,570,000 ○

①福祉関係団体の活動を財政
面から支援するとともに、連携
強化に努めた。
②共同募金配分金等の自主財
源が、減少しているため、新し
い団体への助成が困難な状況
である。

継続

地域福祉活動計画の推進、社
協活動の基盤を強化するた
め、引き続き、関係団体の活動
を支援するとともに、連携強化
を図っていく。

49 Ⅲ-２-① 地区社協の運営支援 地域福祉課 充　実 A

①地区社協の運営を支援する
ため、共同募金の配分金を活
用し、財政的支援を行った。
　（20万円×13地区）
②事務局及び福祉センターに
おいて、地区社協の活動を支
援し、地域での見守り活動、世
代間交流事業などを展開した。
③地区社協役員研修を実施。

2,600,000 ○

①共同募金の配分金を活用
し、財源確保を図った。
②職員の地区担当制により、き
め細かな対応ができた。
③役割分担、効率化を図るた
め、部会制の導入を支援した。
④地区社協活動、地区たすけ
いサービスを支援するため、地
区社協事業推進委員会を開催
した。（年2回）

充実

小域福祉圏における地域福祉
活動を推進するため、引き続
き、地区社協活動を支援すると
ともに、住民同士の助け合い活
動を具現化するため、地域のた
すけあい活動、災害に対する
取り組みを充実していく。
　また、地域福祉活動の担い手
を確保するため、普及活動の
強化を図っていく。

50 Ⅲ-２-① 地区社協活動の周知 地域福祉課 強　化 Ｂ

①社協広報やホームページを
活用し、地区社協活動の周知
を図った。
②各地区ごとにチラシや広報を
発行し、啓発活動を行った。
③福祉センターを拠点する地区
社協は、福祉センターと連携
し、啓発活動を行った。

△

①サロン活動などのチラシ、広
報を地区社協単位で発行する
ことにより、啓発に対する意識
が高まっている。
②地区社協活動に対する住民
理解が、まだ不十分である。

充実

広報、ホームページ、チラシな
どにおいて、引き続き、地区社
協活動やサロン活動を周知す
るとともに、幅広い世代が地域
福祉の担い手となるよう、普及
活動やＰＲ活動の強化を図って
いく。

51 Ⅲ-２-①
地域福祉活動を実践する人材の育成
【前回改善項目】

地域福祉課 育　成 Ｂ

①認知症の方を支える地域づく
りをテーマに、ささえる・つなが
る福祉講座を行い、ボランティ
ア人材の育成を行った。
　年１回　参加者２３名
②生涯大学校において、社協
活動や地域福祉活動の講演
（年2回）を行い、地域福祉活動
の担い手を育成した。

○

①認知症を支える地域づくりに
ついて、参加したボランティア、
民生委員、自治会関係者など
に対し、理解を深めることがで
きた。
②生涯大学校において、講義
を行い、新たな地域福祉活動
の担い手を育成した。

充実

地域福祉活動の担い手やリー
ダーを養成するため、引き続
き、ささえる・つながる福祉講座
を行い、人材の育成を図るとと
もに、ボランティア活動に対す
るマッチング・フォローアップ体
制を充実し、活動の活性化を目
指していく。
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52 Ⅲ-２-① ふれあい・いきいきサロン活動の支援 地域福祉課 充　実 A

①高齢者の生きがいづくりや介
護予防を推進するため、地区
社協のサロン活動を支援した。
（10万円×13地区）
②小中学校と連携し、福祉教育
の一環として、サロン活動を推
進した。
③警察などと連携し、オレオレ
詐欺などの被害防止を図った。

1,300,000 ○

①地域性を生かした、サロン活
動を展開し、地域住民の交流、
高齢者の生きがいづくり、福祉
教育を推進した。
②活動内容の固定化、参加者
の減少が課題。
③サロン活動に参加できなく
なってしまった高齢者を、地域
でどう見守るか、今後の課題。

充実

高齢者福祉、児童福祉の増進
を図るため、引き続き、ふれあ
い・いきいきサロン活動を支援
するとともに、活動の活性化、
地域住民の理解を深めるた
め、普及活動の強化や定期的
にできるサロンを目指し、研究
を行っていく。

53 Ⅲ-２-① 地域福祉フォーラムの支援 地域福祉課 強　化 Ｂ

地域のさまざまな生活課題に
対し、地域住民が主体となって
課題解決に向けた取り組みが
できるよう、地域福祉フォーラム
の支援を行った。
（13地区社協に設置）

△

①地区社協が中心となり、地域
の生活課題を解決する仕組み
を構築した。
②活動が持続するよう、支援方
法を見直していく必要がある。

継続

地域住民が主体となり、身近な
生活課題を解決する仕組みとし
て、引き続き、地域福祉フォー
ラムの支援を行うとともに、地
域の福祉力を高めるため、コ
ミュニティの再生を図っていく。

54 Ⅲ-３-① 日常生活圏のネットワーク支援 地域福祉課 支　援 B

個別に支援が必要とされる高
齢者や障がい者の見守り体制
を確保するため、福祉関係者
や地域住民のネットワークづく
りを支援した。

〇

①地区ボランティア、民生委
員、福祉関係者が連携し、支援
を必要とする高齢者や障がい
者の見守り活動を行った。
②見守りが必要な高齢者や障
がい者の把握が不十分だっ
た。

継続

高齢者や障がい者、母子家庭
などが、安心して生活できるよ
う、引き続き、ネットワークづくり
を支援するとともに、ネットワー
ク機能を強化するため、情報の
共有化を図っていく。

55 Ⅲ-３-① 市担当部署・関係機関との意見交換 地域福祉課 継　続 B

市や関係機関の会議に参加
し、法人後見・市民後見制度、
ファミリーサポート事業、生活困
窮者対策、総合事業、学童クラ
ブや介護保険の制度改正など
について、意見交換を行った。

〇

①市担当部署や関係機関と福
祉施策に対する意見交換を
行った。
②多様化する福祉ニーズや福
祉サービスを把握するために
は、不十分だった。

継続

福祉ニーズの把握、情報の共
有化を図るため、引き続き、市
や関係機関と意見交換を行うと
ともに、必要に応じた制度の見
直しや新たな福祉サービスの
提言を行っていく。

56 Ⅲ-３-② 要援護者情報のデータ化 地域福祉課 充　実 B

民生委員と連携し、支援が必要
な高齢者や障がい者の把握を
行なった。また、茂原市からの
情報提供により、情報の共有
化を図ることができた。

〇

市らの情報提供、民生委員の
調査により、ある程度の要援護
者の情報を集約しているが、緊
急時や災害時におけるデータと
しては、まだ不十分である。

継続

関係団体や行政機関と連携し、
引き続き、要援護者情報を把
握するとともに、緊急時や災害
時に迅速に対応できるよう、情
報のデータ化を図っていく。

57 Ⅲ-３-② 災害ボランティアセンターの体制整備 地域福祉課 強　化 B

①大規模災害に備えるため災
害ボランティアセンターの運営
訓練を実施した。
②災害時における連携強化、
役割分担を明確にするため、市
と支援協定の締結について意
見交換を行った。

○

①行政や関係団体などと協力
し、災害ボランティアセンターの
運営訓練を行い、課題を整理し
た。
②市と社協で意見交換を行い、
災害時の支援協定締結につい
て検討した。

充実

災害時や緊急時に、迅速に対
応できるよう、引き続き、立上げ
訓練や災害ボランティアの普及
活動を行うとともに、災害ボラン
ティアセンターの運営を円滑に
するため、マニュアルの作成、
関係機関・団体との連携強化、
災害支援協定の締結を目指し
ていく。
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58 Ⅲ-３-② 災害ボランティア登録者制度（Ｈ25～） 地域福祉課 ― Ｃ

市内や近隣市町村で起こった
災害などに対し、迅速に災害ボ
ランティアの派遣ができるよう、
災害ボランティアの活動に意欲
のある個人又は団体の登録を
行った。
　個人登録　　13名
　団体登録　　　3団体(406名)

△

①団体による登録者は、市外
在住が多いため、今後は、市内
在住の個人登録者を確保する
必要がある。
②ＰＲ活動が不十分だった。
③登録情報が曖昧となっている
ので、改善する必要がある。

改善

災害時や緊急時に、迅速に災
害ボランティアの派遣が行える
よう、引き続き、災害ボランティ
アの登録を行うとともに、災害
に強いまちづくりを推進するた
め、災害ボランティアの普及活
動を行っていく。

59 Ⅳ-１-①
理事会・評議員会機能の強化
【前回改善項目】

総務課 強　化 A

①理事・監事・評議員の選出母
体と連携強化、地域福祉の推
進強化を図った。（自治会、地
区社協、ボランティア、長寿クラ
ブなど）
②事業評価検討委員会の答申
に基づき、次年度の方針を決
定した。

223,500 ○

①各種団体との連携強化に繋
がった。
②提供するサービスや事業の
評価を行い、次年度の方針を
決定した。（図書券支給の廃
止・費用弁償の見直しなど）

継続

地域福祉の推進機能を強化す
るため、引き続き、各種団体と
の連携強化に努めるとともに、
事業評価検討委員会の答申に
基づき、次年度の方針を決定し
ていく。

60 Ⅳ-１-① 発展強化計画の策定 総務課 実　施 ―

平成26年度事業評価検討委員
会による答申に基づき、発展強
化計画と地域福祉活動計画
は、今後一体的に策定し、本計
画期間中は策定しないものとす
る。

― ―

社協運営の中長期的な方針や
基盤強化は、地域福祉活動計
画と連動するため、今後は地域
福祉活動計画と発展強化計画
を一体的に策定し、進捗管理
は事業評価検討委員会におい
て実施する。

61 Ⅳ-１-① 経営の透明性の確保 総務課 確　保 B

広報紙やホームページを通じ
て、社協の組織体制や経営状
況を公表した。

○

①定款、役員報酬、現況報告、
財務諸表、事業報告を、広報紙
やホームページを通じて公表し
た。
②情報公開に関する規程の整
備ができなかった。

継続

経営の透明性を確保するた
め、引き続き、広報紙やホーム
ページを活用し、経営状況など
を公表していく。

62 Ⅳ-１-① 個人情報の適正管理 総務課 継　続 A

①個人情報の保護規程に基づ
き、個人情報を適正に管理し
た。
②マイナンバー制度の導入にと
もない、特定個人情報取扱規
程を整備した。

○

①法令等を遵守し、個人情報
（特定個人情報を含む）の適正
な管理に努めた。
②データの一元管理を行い、個
人情報（特定個人情報を含む）
の使用制限を設けた。

継続

公益法人として、法令等を遵守
するとともに、引き続き、個人情
報（特定個人情報を含む）の適
正な管理を行っていく。

63 Ⅳ-１-① 事務局体制の強化 総務課 強　化 B

①県社協の委託事業や市の補
助金を活用し、地域福祉部門
の職員体制の充実を図った。
②組織強化を図るため、事務
局体制の見直しを行った。

○

①後見センター専門員、自立生
活支援員の配置等により、地
域福祉課の人員確保を図っ
た。
②中堅職員の育成、組織強化
を図るため、事務局体制を見直
した。（代理制の導入）

継続

地域福祉の推進機能、事務局
体制を強化するため、引き続
き、事務局体制の充実を図って
いく。



平成２７年度　地域福祉活動計画　進捗管理・事業評価シート

評価理由
次年度
方　針

今後の方針ＮＯ． 分類 事業名及び項目 担当課
3期計画
（Ｈ27）

進捗状況 事業成果（実績含む）
決算額

（単位：円）
Ｈ27評価

64 Ⅳ-１-① 職員の資質向上 総務課 強　化 B

①職員の資質向上を図るた
め、各所属ごとに、担当研修、
専門職研修などに、積極的に
参加した。
②介護及び障害サービスに従
事する嘱託職員の処遇改善を
図った。

423,342 ○

①専門性を高めるため、担当
研修や専門職研修などに参加
した。
②専門職（社会福祉士など）の
育成、資格手当の創設などが、
今後の課題。

充実

良質な福祉サービスを提供す
るため、引き続き、職員の資質
向上に努めるとともに、専門職
の育成、処遇改善を検討してい
く。

65 Ⅳ-１-② 会員会費の増強【前回改善項目】 総務課 増　強 B

景気の低迷、自治会加入率の
低下により、会費収入は減少し
ている。会費減少に歯止めを掛
けるため、個別訪問や啓発活
動を行った。
　社協会員　23,445件

9,494,700 △

①自治会加入率（61％）の低
下、自治会一括納付により、会
費収入が減少した。
②社協活動への理解、使い道
などの説明、会員増強への取り
組みが、不十分だった。

改善

在宅福祉サービスや地域福祉
の推進に、必要な財源を確保
するため、引き続き、PR活動の
強化を図るとともに、自治会未
加入者やサービス利用者など
を対象とした、会員制度の確立
を、検討していく。（Ｈ28.4個人
会員制度導入）

66 Ⅳ-１-②
寄附金の安定的な確保
【前回改善項目】

総務課 確　保 B

①一般市民、団体及び企業の
寄附により、貴重な自主財源を
確保した。
②「福祉こどもまつり」や「チャリ
ティゴルフ」の収益を寄附金とし
て、確保することができた。

2,970,370 ○

①指定寄附（千葉ロッテ後援
会）、10万以上の大口により、
一時的に寄附金が増加した。
②地域経済の低迷や、既存の
寄附団体の解散（企業含む）な
どにより、寄附の件数は年々減
少している。

充実

啓発活動を通じて、寄附に対す
る理解が深まるよう、引き続き、
努力するとともに、自主財源を
確保するため、チャリティー活
動や募金箱を活用したPR活動
を、今後は積極的に推進してい
く。

67 Ⅳ-１-② 各種事業収益の確保 総務課 確　保 B

介護保険事業や障害福祉サー
ビスの事業収益により、居宅介
護支援事業、訪問介護事業、
就労継続支援B型事業、特定
相談支援事業などを展開した。 1,387,000 △

①介護・障害ともに経営は改善
してきているが引き続き経営改
善に努め財源の確保を行う必
要がある。
②会費や寄附金の減少によ
り、社協運営に必要な財源とし
て活用できるよう、事業収益を
確保する必要がある。

充実

公的な福祉サービスを安定的
に提供するため、事業収益の
確保に努めるとともに、引き続
き、社協活動に必要な自主財
源として、活用できるよう経営
の改善を図っていく。（収益事
業含む）

68 Ⅳ-１-② 市の財政支援の継続 総務課 継　続 A

市の財政的な支援により、平成
27年度分の人件費及び事業費
を確保した。

83,818,130 ○

①後見支援センターの業務を
各町村社協に移管したことにと
もない、専門員人件費を市に要
望したが、満額確保できなかっ
た。（嘱託算定）
②事業費は要望額を確保した。

継続

市と協働による地域福祉の推
進を目指すとともに、引き続き、
安定した社協運営ができるよ
う、人件費や事業費の補助金
確保に努める。

69 Ⅳ-１-② 自治体及び県社協助成金の活用 総務課 継　続 B

県、県社協、共同募金会の助
成金を活用し、ボランティア活
動や福祉教育の推進を図っ
た。

213,086 ○

助成金を活用し、ボランティア
団体の活動支援、ボランティア
の養成、避難者交流会、などを
行った。

継続

地域福祉の推進、社協活動の
財源確保を図るため、引き続
き、助成金を積極的に活用して
いく。（新規事業を含む）
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Ｈ27評価

70 Ⅳ-１-②
共同募金会配分金の活用
（赤い羽根、歳末募金運動含む）

総務課 継　続 B

共同募金の一般配分金を活用
し、民間福祉団体の財政支援、
生活困窮世帯に対する見舞
金・慰問品の支給、社協活動の
啓発（広報・ホームページ）を
行った。

9,889,843 ○

①自治会加入率の低下や一括
納入が増加しているため、募金
額の7割を占める戸別募金が
年々減少している。
②歳末たすけあい募金につい
ては、多少減少したが、例年ど
おりの募金額を確保し、事業を
実施した。

継続

民間福祉活動、地域福祉の推
進に、必要な財源を確保するた
め、引き続き、共同募金運動の
充実を図るとともに、一般配分
金を活用して、民間福祉団体の
活動を財政面から支援してい
く。

71 Ⅳ-１-② 民間助成金の活用 総務課 継　続 C

①車両購入のため、日本財団
に助成金の申請を行ったが、却
下された。
②日本ＮＰＯセンターを活用し、
セキュリティ対策を行った。
③キャリアアップ助成金を活用
するため、Ｈ28.1月から正規雇
用転換制度を導入した。

21,848 △

①民間助成金の活用が不十分
だった。
②正規雇用転換コースの事業
計画書を千葉労働局に提出し
た。
（採用して6ヶ月経過後、助成金
申請）

充実

地域福祉の推進、社協活動の
財源確保を図るため、積極的
に、助成金を活用していく。

72 Ⅳ-２-① 計画の進捗管理及び実施状況の評価 総務課 評　価 A

職員で組織する「内部評価検
討委員会」、社協の理事・評議
員で構成する「事業評価検討
委員会」において、本計画の進
捗状況並びに平成２６年度に
実施した事業評価を行った。

○

本計画の進捗状況、平成２６年
度に実施した事業について、総
点検を行い、次年度の方針を
決定した。 継続

本計画の実効性、提供する
サービスの質を高めるため、引
き続き、本計画の進捗管理を
行うとともに、効果的な事業展
開を図るため、適正な事業評価
を行っていく。

【進捗状況】 Ａ 【次年度方針】 継続

Ｂ 充実

Ｃ 改善

Ｄ 縮小

【Ｈ26評価】 ◎ 廃止

○

△

×

計画どおり実施済み 現行どおり、事業を継続する

計画の５０～１００％未満の実施 事業の充実、強化を図る

計画の１～５０％未満の実施 事業の見直し、改善を図る

成果を得られなかった

未実施 事業規模を縮小する

期待以上の成果が得られた 事業を廃止する

概ね期待どおりの成果が得られた

期待したほど成果を得られなかった


